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１ 熱回収施設設置者認定制度の目的・基本的な考え方 

 

１－１ 本マニュアルの適用範囲 

本マニュアルは、一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置者（市町村を除

く。）に対して、都道府県知事及び政令市長（以下、都道府県知事等）が、廃棄物処理法

第９条の２の４又は第15条の３の３に定める熱回収施設設置者の認定を行う方法を解説

するものである。 

本マニュアルは、都道府県知事等が適切かつ円滑に熱回収施設設置者の認定を行う際の

手引きとして利用するとともに、施設の設置者が認定に必要な書類等を作成する際の手引

きとして利用できるよう作成した。 

 

【参考】 

本マニュアルは、熱回収施設設置者認定制度（以下、熱回収認定制度）の目的・基本的

な考え方、熱回収設置者の認定の手続きフロー、熱回収施設設置者の申請方法、認定者の

審査方法、認定熱回収施設設置者の実績報告の方法、認定者の検査の留意事項、その他の

留意事項、及び申請書雛形、申請書記入例を示した。 
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１－２ 熱回収施設設置者認定制度の目的 

 廃棄物の処理にあたっては、循環型社会形成推進基本法の基本原則を踏まえ、３Ｒ（リ

デュース、リユース、リサイクル）を図りつつ、なお燃やさざるを得ない廃棄物について

は、地球温暖化への懸念の中、循環型社会と低炭素社会を統合的に実現するため、焼却処

分時の熱回収を行うことを徹底する必要がある。 

熱回収認定制度は、より一層の廃棄物熱回収を促進することを目的として、一般廃棄物

処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置者（市町村を除く。）のうち、廃棄物の焼却時に

一定基準以上の熱回収を行う者が都道府県知事等の認定を受ける制度であり、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律の改正（平成22年５月19日公布）により創設された。 

熱回収施設設置者として認定を受けた者（認定熱回収施設設置者）は、環境省令で定め

る熱回収施設の技術上の基準及び者の能力の基準を満たした施設として公的に評価され

ることとなる。これにより、意識の高い排出事業者が認定熱回収施設設置者への処理委託

を行うケースが増加し、認定熱回収施設設置者の経営面での付加価値の向上に資する効果

が期待される。 

 

【参考】 

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）（平成22年５月19日改正） 

 

（熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設に係る特例） 

第９条の２の４ 第８条第１項の許可に係る一般廃棄物処理施設であつて熱回収（廃棄物

であつて燃焼の用に供することができるものを熱を得ることに利用することをいう。以

下同じ。）の機能を有するもの（以下この条において「熱回収施設」という。）を設置

している者は、環境省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合しているこ

とについて、都道府県知事の認定を受けることができる。 

一 当該熱回収施設が環境省令[第5条の5の6]で定める技術上の基準に適合していること。 

二 申請者の能力が熱回収を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令[第

5条の5の7]で定める基準に適合するものであること。 

２ 前項の認定は、環境省令[第5条の5の8]で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期

間の経過によつて、その効力を失う。 

３ 第１項の認定を受けた者（以下この条において「認定熱回収施設設置者」という。）

が当該認定に係る熱回収施設において行う一般廃棄物の処分については、第７条第13項

の規定にかかわらず、政令[第5条の4]で定める基準に従つて行うことができる。この場合に

おいて、第19条の３第１号及び第19条の４第１項中「一般廃棄物の収集、運搬又は処分」

とあるのは、「一般廃棄物の収集、運搬又は処分（第９条の２の４第１項の認定に係る

熱回収施設における一般廃棄物の処分にあつては、同条第３項に規定する基準に適合し

ない一般廃棄物の処分）」とする。 
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４ 第８条の２の２の規定は、認定熱回収施設設置者については、適用しない。 

５ 都道府県知事は、認定熱回収施設設置者が第１項各号のいずれかに適合しなくなつた

と認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

６ 前各項に規定するもののほか、第１項の認定に関し必要な事項は、政令[第5条の5]で定める。 

 

（熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設に係る特例） 

第15条の３の３ 第15条第１項の許可に係る産業廃棄物処理施設であつて熱回収の機能を

有するもの（以下この条において「熱回収施設」という。）を設置している者は、環境

省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、都道府

県知事の認定を受けることができる。 

一 当該熱回収施設が環境省令[第12条の11の6]で定める技術上の基準に適合していること。 

二 申請者の能力が熱回収を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令[第

12条の11の7]で定める基準に適合するものであること。 

２ 前項の認定は、環境省令[第12条の11の8]で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によつて、その効力を失う。 

３ 第１項の認定を受けた者（以下この条において「認定熱回収施設設置者」という。）

が当該認定に係る熱回収施設において行う産業廃棄物の処分については、第12条第１

項、第12条の２第１項、第14条第12項及び第14条の４第12項の規定にかかわらず、政令

[第7条の3]で定める基準に従つて行うことができる。この場合において、第19条の３第２号

及び第19条の５第１項中「産業廃棄物の保管、収集、運搬又は処分」とあるのは、「産

業廃棄物の保管、収集、運搬又は処分（第15条の３の３第１項の認定に係る熱回収施設

における産業廃棄物の処分にあつては、同条第３項に規定する基準に適合しない産業廃

棄物の処分）」とする。 

４ 第15条の２の２の規定は、認定熱回収施設設置者については、適用しない。 

５ 都道府県知事は、認定熱回収施設設置者が第１項各号のいずれかに適合しなくなつた

と認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

６ 前各項に規定するもののほか、第１項の認定に関し必要な事項は、政令[第7条の4]で定める。 
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１－３ 熱回収認定制度の基本的な考え方 

 一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置者（市町村を除く。）は、熱回収（廃

棄物発電及び熱利用）の機能を有する場合、環境省令で定める熱回収施設の技術上の基準

及び者の能力の基準に適合していることについて、都道府県知事等の認定を受けることが

できる。 

 認定熱回収施設設置者は、一定の期間（５年）ごとにその認定の更新を受ける必要があ

る。更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

都道府県知事等は、認定熱回収施設設置者が、認定基準に適合しなくなったと認めると

きは、その認定を取り消すことができる。 

認定熱回収施設設置者は、当該施設を休廃止等したとき又は熱回収に必要な設備の変更

をしたときは、その旨を都道府県知事等に届け出なければならない。 

認定熱回収施設設置者は、毎年６月30日までに、前年度の１年間の熱回収に係る報告書

を都道府県知事等に提出しなければならない。 

 

【解説】 

（１） 申請主体 

 熱回収施設設置者の認定を申請することができるのは、法第８条第１項の許可に係る一

般廃棄物処理施設又は法第15条第１項の許可に係る産業廃棄物処理施設であって、熱回収

の機能を有する施設を設置している者である（法第９条の２の４、法15条の３の３）。 

申請は、一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の許可を受けた施設（同一施設内

に許可の異なる炉が複数ある場合は、各々の炉）ごとに、当該許可を行った都道府県知事

等に対して行うものとする。したがって、同一の者が許可の異なる複数の熱回収施設・炉

について申請を行う場合には、許可の単位（施設・炉）ごとに、申請及び認定を行うこと

となる。ただし、異なる許可を取得した複数の系列で共通の熱回収に必要な設備を有して

いる場合には、単独の熱回収施設として申請及び認定を行うこととする。 

申請方法は、「３ 認定の申請方法」を参照のこと。 

 

（２）認定基準 

都道府県知事等は、熱回収施設設置者への認定を行う際には、廃棄物処理法施行規則

（案）に定められた熱回収施設の技術上の基準（第５条の５の５又は第12条の11の５）及

び熱回収施設設置者の能力の基準（第５条の５の６又は第12条の11の６）について、審査

を行う。以下、施行規則（案）について解説する。 
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①� 熱回収施設の技術上の基準 

 

廃棄物処理法施行規則（案） 

（熱回収施設の技術上の基準）[一般廃棄物処理施設] 

第五条の五の六 法第九条の二の四第一項第一号の環境省令で定める技術上の基準は、次

のとおりとする。 

一 第四条に規定する基準（当該施設に係るものに限る。）に適合していること。 

 

[産業廃棄物処理施設] 

第十二条の十一の六 法第十五条の三の三第一項第一号の環境省令で定める技術上の基準

は、次のとおりとする。 

一 第十二条第一号及び第三号から第七号までに規定する基準並びに第十二条の二に規

定する基準（当該施設に係るものに限る。）に適合していること。 

 

【解説】 

一般廃棄物処理施設である熱回収施設は、施行規則第4条に規定する基準（当該施設に

係るものに限る。）に適合している必要がある。 

産業廃棄物処理施設である熱回収施設は、施行規則第12条第１号及び第３号から第７号

までに規定する基準並びに第12条の2に規定する基準（当該施設に係るものに限る。）に適

合している必要がある。 
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廃棄物処理法施行規則（案） 

第五条の五の六 (続き) [一般廃棄物処理施設] 

二 発電の用に供する熱回収施設にあっては、ボイラー及び発電機が設けられているこ

と。ただし、当該熱回収施設がガス化改質方式の焼却施設である場合にあっては、発

電機が設けられていることをもつて足りる。 

三 発電の用に供する熱回収施設以外の熱回収施設にあっては、ボイラー又は熱交換機

が設けられていること。 

 

第十二条の十一の六 (続き) [産業廃棄物処理施設] 

二 （第五条の五の六 二と同じ） 

三 （第五条の五の六 三と同じ） 

 

【解説】 

 熱回収施設として認定を受けるためには以下の設備が設けられている必要がある。 

○ 発電の場合 

 発電を行うためには、焼却施設でボイラーと発電機を設ける場合と、ガス化改質施設で

燃料ガスを所内でガスエンジン発電などを用いて電力に変換する場合がある。 

ガス化改質施設により得られた燃料ガスを場外で燃料として使用する場合は、廃棄物燃

料の供給と考えられるので、場外での当該燃料ガスの燃焼により得られる熱量は、熱回収

率の算定対象に含めることはできない。 

 

○ 発電以外の熱回収（熱利用）の場合 

 発電以外の熱回収(熱利用)を行うためには、ボイラー又は熱交換器を設ける必要がある。 
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廃棄物処理法施行規則（案） 

第五条の五の六 （続き）[一般廃棄物処理施設] 

四 熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量

を把握するために必要な装置が設けられていること。 

 

第十二条の十一の六 （続き）[産業廃棄物処理施設] 

四 （第五条の五の六 三と同じ） 

【解説】 

○ 熱回収により得られる熱量（発電以外の熱利用量）を把握するために必要な装置 

熱利用量については、蒸気、温水または燃焼ガスの温度、圧力および流量を計測する装

置を設置し、常時測定することにより、熱量を把握し、紙または電磁的方法により記録す

るものとする。計測機器の設置場所として想定されるものを、図１に示す。 

（ア） 利用熱(C)を計測する場合 

利用熱(C)の測定機器を設置する場合には、当該測定機器の計測のみで足りる。 

（イ） 入熱(A)のみ計測する場合 

入熱(A)の測定機器のみ設置する場合には、入熱量に熱利用機器(D)の熱回収効率

（設計値あるいは実績値）を乗じて、利用熱利用を推定してもよい。 

（ウ） 入熱(A)と出熱(B)を計測する場合 

施設外への熱供給である場合は、入熱(A)と出熱(B)の双方に測定機器を設置し、そ

の差分により外部への熱供給量を把握してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 熱利用の測定装置設置場所 

  

○ 発電量を把握するために必要な装置 

発電量については、電力量計により常時測定し、紙または電磁的方法により記録するも

のとする。発電量の把握のために必要な装置については、このほか、電気事業法等の関係

法令に準じるものとする。 

蒸気、温水 

D.熱利用機器 

蒸気、温水 

利用熱量 

A.入熱計測 

B.出熱計測 

C.利用熱計測 
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②熱回収施設設置者の能力の基準 

廃棄物処理法施行規則（案） 

[一般廃棄物処理施設] 

第五条の五の七 法第九条の二の四第一項第二号の環境省令で定める基準は、次に掲げる

とおりとする。 

一 次の基準に適合した熱回収を行うことができる者であること。 

イ 第五条の五の五第一項第三号ハの算式により算定した年間の熱回収率が、十パー 

セント以上であること。 

第五条の五の五 第一項第三号ハ 

次の式により算定した年間の熱回収率 

Ａ＝（Ｅ×3600＋Ｈ－Ｆ）／Ｉ×100 

この式において、Ａ、Ｅ、Ｈ、Ｆ及びＩは、それぞれ次の値を表すものとする。 

Ａ 熱回収率（単位 パーセント） 

Ｅ 熱回収により得られる熱を変換して得られる電気の量（単位 メガワ

ット時） 

Ｈ 熱回収により得られる熱量からその熱の全部又は一部を電気に変換

した場合における当該変換される熱量を減じて得た熱量（単位 メガジ

ュール） 

Ｆ 廃棄物以外の物であつて燃焼の用に供することができるもの（以下こ

の条及び第十二条の十一の五において「燃料」という。）を熱を得るこ

とに利用することにより得られる熱量（単位 メガジュール） 

Ｉ 当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計

した熱量（単位 メガジュール） 

  ロ 当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計した熱量の

三十パーセントを超えて燃料の投入を行わないこと。 

 二 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の維持管理を適切に行うことができ

る者であること。 

 

[産業廃棄物処理施設] 

第十二条の十一の七 法第十五条の三の三第一項第二号の環境省令で定める基準は、次に

掲げるとおりする。 

一 （第五条の五の七 一と同じ） 

二 （第五条の五の七 二と同じ） 
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【解説】 

 熱回収施設設置者認定制度においては、熱回収率は、エネルギー回収量（発電（Ｅ）と

熱利用（Ｈ）の合計）を投入エネルギー量（廃棄物の総熱量及び燃料の総熱量を合計した

熱量。なお、熱回収により得られる熱量が当該熱回収施設の焼却炉又はボイラーに循環し

て利用されている場合には、当該循環利用される総熱量も含まれる。）（Ｉ）で除した値

で定義される。ただし、廃棄物から得られたエネルギー回収量を評価するという観点から、

廃棄物以外の物であって燃焼の用に供することができるもの（以下、燃料）の利用に伴い

得られる熱量（Ｆ）を減じることとする。 

産業廃棄物の焼却施設のうち熱回収を行っている施設が少ない現状を踏まえ、熱回収施

設の裾野を拡げるという観点から、認定にあたっては年間の熱回収率が10％以上であるこ

とを求めている。なお、熱回収率を高めるインセンティブとなるように、認定証には申請

書に記載された熱回収率が記載されることとなる。 

 また、廃棄物を主として処理する施設において、廃棄物からエネルギーを可能な限り取

り出すという観点から、燃料は極力少ないことが望ましく、安定燃焼や安定溶融を維持す

るために必要なものに限定し、廃棄物以外の燃料の総熱量が、投入エネルギー量の30％を

超えないこととしている。 

 

 

熱回収施設

発電量（E）発電以外の
熱利用量（H）

循環利用
される
総熱量（IC）

廃棄物の
総熱量（IW）

外部燃料
の総熱量
（IF）

排熱

  

図２ 熱回収施設の入熱・回収熱のイメージ 

 

以下、各項の説明を（ア）～（エ）に、年間の熱回収率の解釈を（オ）に示す。 
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（ア）熱回収により得られる熱を変換して得られる電気の量（発電量）（Ｅ） 

 

 発電量は、外部への供給量および施設内での自家消費量の合計とする。 

 

 

（イ）熱回収により得られる熱量からその熱の全部又は一部を電気に変換した場合におけ

る当該変換される熱量を減じて得た熱量（発電以外の熱利用量）（Ｈ） 

 

 熱回収により得られる熱量からその熱の全部又は一部を電気に変換した場合における当

該変換される熱量を減じて得た熱量（以下、発電以外の熱利用量）とは、発電以外の熱利

用量で、場内外の熱利用のほか、施設内で循環利用される総熱量をいう。 

発電以外に用いられる熱利用量は、表１に示す用途に利用した熱量を対象とする。外部

施設利用や関連施設利用の他、施設内での給湯冷暖房、タービン補機駆動、製造設備内で

の熱源利用（汚泥乾燥等）は、エネルギー起源CO2の削減効果があり、地球温暖化対策上利

用が促進されるものである。そのほか、燃焼用空気予熱器は焼却炉の温度維持のための助

燃剤を削減する効果があり、スートブロワ、ボイラー給水加熱器、脱気器、エゼクタコン

デンサは、熱回収のためのボイラーの運転管理に必要なエネルギーの代替効果があるため、

熱利用の一種として認められるが、これらの熱利用量は、焼却炉又はボイラーに戻るため、

熱回収率を算定する際には、循環利用される総熱量（IC）として廃棄物の総熱量にも加算

されることとする。 

 排ガス再加熱器(白煙防止等)及び脱硝用排ガス再加熱器に用いられる排ガス加温用の熱

は大気に放出される状態を改善するものではあるが、地球温暖化対策上は他の手段を採る

ことが望ましいため、熱利用の対象用途としないものとする。 
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表１ 熱利用対象用途 

主な用途 熱利用の形態 
熱回収採用

の可否（案） 

タービン補機駆

動 

タービン補機駆動は、蒸気エネルギーを利用してタービン駆動の誘引

通風機やボイラー給水ポンプを稼働させることにより、駆動用電力量

の削減を図るものである。 

可 

※

循
環
利
用 

燃焼用

空気予

熱器 

燃焼用空気予熱器は、蒸気熱を利用して燃焼用１次及び２次空気の温

度を上昇させることにより、助燃剤の使用量の削減を図るものであ

る。 

可 

スート

ブロワ 

スートブロワは、ボイラー過熱器、節炭器（エコノマイザー）のガス

側伝熱面に付着する飛灰を蒸気又は圧縮空気で吹き飛ばして除去す

ることにより、ボイラーの効率の維持を図るものである。 

可 

ボイラ

ー給水

加熱器 

ボイラー給水加熱器は、蒸気タービンの抽気蒸気等を利用しボイラー

給水を加温することにより、ボイラーの熱回収率の向上を図るもので

ある。 

可 

脱気器 脱気器は、給水中の酸素や炭酸ガス等の非凝縮性ガスを除去すること

により、ボイラーの効率の維持を図るものである。 

可 

エゼク

タコン

デンサ 

エゼクタコンデンサは、余剰高圧蒸気を用い、エゼクタ効果を利用し

てタービン排気蒸気を低圧化することにより、タービンの能力の向上

を図るものである。 

可 

脱硝用排ガス再

加熱器 

脱硝用排ガス再加熱器は、脱硝装置の効率を上げるために、排ガス温

度を上昇させる装置である。 

利用したエネルギーは排ガスの温度を上昇させるが、場外に放出さ

れ、地球温暖化対策の観点からは、低温触媒脱硝を用い、当該蒸気を

発電等に用いる方が望ましい。 

否 

排ガス再加熱器 排ガス再加熱器は、排ガスの白煙防止等のために、蒸気熱を利用し排

ガス温度を上昇させる装置である。 

地球温暖化対策の観点からは、当該蒸気を発電等に用いる方が望まし

い。 

否 

関連施設利用 関連施設利用は、蒸気熱を、熱回収を行う焼却炉とは別の溶融炉等に

供給し、空気の予熱に利用することにより、関連施設での助燃剤の使

用量の削減を図るものである。 

可 

製造設備内での

熱源利用 

製造設備内での熱源利用は、蒸気を汚泥等の乾燥や濃縮のための熱源

として利用することにより、乾燥や濃縮に必要なエネルギー使用の削

減を図るものである。 

可 

場
内
の 

給
湯
冷
暖
房 

場内温

水器 

場内温水器は、蒸気熱を利用し、熱回収施設で使う温水(風呂、手洗

い、消雪等に利用)を製造することにより、場内のエネルギー使用量

の削減を図るものである。 

可 

場内冷

暖房機

器 

場内冷暖房機器は、蒸気熱を、熱回収施設での暖房(蒸気・温水)・冷

房(吸収式冷凍機)の用途に用いることにより、場内のエネルギー使用

量の削減を図るものである。 

可 

外部施設利用 外部施設利用は、廃棄物処理施設としての機能に係る用途を超えて、

周辺地域へ熱エネルギーを供給することにより、地域のエネルギー使

用量の削減を図るものである。例えば、温水プールや福祉施設等への

給湯、農業用温室やロードヒーティング等のための熱供給のほか、オ

フライン方式による熱供給（トランスヒートコンテナ）などがある。 

可 

※ 循環利用とは、熱回収により得られる熱量が当該熱回収施設の焼却炉又はボイラーに循環して利

用されるものとする。 
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（ウ）当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計した熱量（投入

エネルギー量）（Ｉ） 

 

当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計した熱量（投入エネ

ルギー量）（Ｉ）は、廃棄物の総熱量（ＩＷ）、燃料の総熱量（ＩＦ）及び循環利用される

総熱量（ＩC）を合算した値であり、以下の方法で算定される。 

 

 [a] 廃棄物の総熱量（ＩＷ） 

 

廃棄物の総熱量は、表２にしたがい、焼却量および発熱量を計測して求めた入熱量（Ｉ

Ｗ１）、廃棄物焼却施設の燃焼管理データから推計される入熱量（ＩＷ２）、あるいは焼却量

を計測し発熱量をデフォルト値により設定して求めた入熱量（ＩＷ３）とする。廃棄物の総

熱量は、一般廃棄物処理施設にあっては年４回以上、産業廃棄物処理施設にあっては毎月

把握するものとする。 

 

表２ 廃棄物の総熱量（ＩＷ）の算定方法 

区分 説明 

方法１ 

焼却量および発熱量を計測 

ＩＷ１＝Σ廃棄物種類(又はピッ

ト)毎の量×種類(又はピット)毎

の低位発熱量 

廃棄物の組成は、規定1)に従い、一般廃棄物処理施

設の場合は年４回以上、産業廃棄物処理施設の場合は

毎月把握する。 

焼却量の把握は、種類（又はピット）毎に、マニフ

ェストデータ、トラックスケールでの計量値、クレー

ンつかみ量又はそれらの組み合わせによるものとす

る。 

低位発熱量は、廃棄物の種類（又はピット）毎にサ

ンプルを採取し計測されたものとする2)。 

方法２ 

入熱量を燃焼管理データから推

計（ＩＷ２） 

 最近の焼却炉では燃焼管理システムが導入されてい

る。この燃焼管理システムは入熱として①廃棄物の投

入熱量、②廃棄物の顕熱、③燃料投入熱量、④燃焼用

空気持込熱量があり、出熱として⑤放熱および灰損失

熱量、⑥燃焼排ガス持出熱量、⑦ボイラー吸収熱量が

ある（図３）。 

 この熱に関するデータを用いて、①廃棄物の投入熱

量（ＩＷ２）を推計する。 

方法３ 

焼却量を計測し、発熱量をデフォ

ルト値により設定（ＩＷ３） 

ＩＷ３＝Σ廃棄物種類毎の量×種

類毎の湿基準低位発熱量 

廃棄物の組成は、規定1)に従い、一般廃棄物処理施

設の場合は年４回以上、産業廃棄物処理施設の場合は

毎月把握する。 

焼却量の把握は、規定1)に基づく種類毎に行う。 

廃棄物の種類毎の湿基準低位発熱量をデフォルト値

（表３）により設定し、入熱量（ＩＷ３）を推計する。 

1)一般廃棄物処理施設にあっては、昭和52年11月４日環整第95号「一般廃棄物処理事業に対する指

導に伴う留意事項について」、産業廃棄物処理施設にあっては、昭和46年10月25日環整「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律の運用に伴う留意事項について」） 
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2)電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法に基づく認定を受けている施設につ

いては、同法に基づく報告のため計測した種類毎の低位発熱量を用いてもよい。 

 

 

図３ 燃焼管理の熱精算の調査図面 
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表３ 産業廃棄物の種類別低位発熱量（kJ/kg） 

区分（廃棄物処理法施

行令第2条参照） 
 

湿基準

低位発

熱量

(kJ/kg) 

乾基準

低位発

熱量

(kJ/kg) 

汚泥 

石灰薬注汚泥 ― 12,1001) 

高分子薬注汚泥 ― 19,0001) 

下水道汚泥 ― 14,7001) 

廃油   34,7001) ― 

ゴムくず 
合成ゴム 34,7001) ― 

皮革類 22,2001) ― 

廃プラスチック類 
熱可塑性樹脂（塩化ビニールを除く） 41,9001) ― 

その他プラスチック類 17,6001) ― 

紙くず   ― 16,7001) 

木くず 

木・竹・わら類 ― 17,9002) 

ベニヤ・合板・化粧板 20,9001) ― 

集成材・ボード 18,9001) ― 

繊維くず   ― 18,1002) 

動物の死体   4,6001) ― 

一般廃棄物の種類別低位発熱量（kJ/kg）     

紙類 
 
16,0002) 

厨芥 
 
17,3002) 

草木類（木・竹・わら類） 
 
17,9002) 

プラスチック類（ビニール、合成樹脂、ゴム・皮革類） 
 
36,0002) 

 
  

  
注記１：乾基準低位発熱量が設定されているものは、以下の式により湿基準低位発熱

量に換算する。 

湿基準低位発熱量(kJ/kg)＝乾基準低位発熱量(kJ/kg)×(1-w)－2500w 

（w:水分比率） 

注記２：本表に記載のない廃棄物の低位発熱量はゼロとして扱う。 

出典： 

1) ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006改訂版，（社）全国都市清掃会議，p147，

2006年 10月 

2) 電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の適用に関する留意

事項等 
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[b] 燃料の総熱量（ＩＦ） 

 

燃料は、化石燃料（灯油、重油、ガス、コークス等）及びＲＤＦ、ＲＰＦ、再生油、廃

タイヤチップ、木質チップ等の有価で購入された製品とする。 

燃料の総熱量は、以下の式により算定される。 

 

 燃料の総熱量（ＩＦ）[MJ] 

＝Σ（燃料iの投入量 [kg]×燃料iの低位発熱量[kJ/kg]）÷1000 

 

燃料の投入量は、種類毎に、計測管理した実績値を記入する。また、燃料の低位発熱量

は、購入先から提供され、または自ら測定した計量証明書に基づき記入する。 

 

 

[c] 循環利用される総熱量（ＩC） 

 

循環利用される総熱量は、発電以外の熱利用量のうち、当該熱回収施設の焼却炉又はボ

イラーに循環して利用されているもの（燃焼用空気予熱器、スートブロワ、ボイラー給水

加熱器、脱気器、エゼクタコンデンサに係るもの）とする。 
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（エ）燃料を熱を得ることに利用することにより得られる熱量（燃料の利用に伴い得られ

る熱量）（Ｆ） 

 

 熱回収率の算定にあたっては、廃棄物から得られたエネルギー回収量を評価するという

観点から、燃料の利用に伴い得られる熱量（Ｆ）を減じている。ここで、燃料の利用に伴

い得られる熱量（Ｆ）は、廃棄物発電施設で焼却された場合に得られるであろう発電量と

する。ここで、発電効率（表４）は、化石燃料の場合は、我が国の産業廃棄物発電施設の

発電効率の最高レベルを参考に、0.2とし、当該燃料が廃棄物由来の有価の燃料（ＲＤＦ、

ＲＰＦ、再生油、廃タイヤチップ、木質チップ等）の場合には、化石燃料より熱量が低い

（0.6程度：表５参照）ため、発電効率も低くなると想定されるため、化石燃料の場合の発

電効率に熱量比を乗じた値（0.2×0.6＝0.12≒0.1）をもって発電効率とする。 

燃料の利用に伴い得られる熱量は、以下の式により算定される。 

 

 燃料の利用に伴い得られる熱量（Ｆ）[MJ] 

＝Σ｛燃料iの熱量 [MJ]×燃料の発電効率｝ 

＝Σ｛燃料iの投入量 [kg]×燃料iの低位発熱量[kJ/kg]  

×燃料の発電効率）÷1000 

  

表４ 燃料の利用により得られる熱量（Ｆ）を算定するための発電効率 

区分（いずれも有価で購入されたもの） 係数 

化石燃料 

（灯油、重油、ガス、コークス等） 

0.2 

上記以外の燃料（廃棄物由来燃料） 

（ＲＤＦ、ＲＰＦ、再生油、廃タイヤチップ、木質チップ等） 

0.1 

 

表５ 廃棄物由来燃料の化石燃料に対する熱量比 

区分 発熱量（MJ/kg） 

化石燃料（Ａ重油の場合）* 46 

廃棄物 

由来燃料 

再生油** 41.8 
平均  

27.7 

（Ａ重油に対

し0.6） 

廃タイヤ* 33.2 

ＲＰＦ（含む廃プラ）* 29.3 

ＲＤＦ* 18   

廃材* 16.3 

*資源エネルギー庁「2005年度以降適用する標準発熱量の検討結果と改訂値について」より 

（ただし、Ａ重油は比重0.85としてkg単位に補正） 

**日本工業標準調査会 再生重油標準仕様書(TS K0010)より 
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（オ）「年間の熱回収率」の解釈 

 

「年間の熱回収率が10％以上であること」は、申請書に記載された年間の熱回収率が10%

以上であること、熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類に照らしてその熱回収率が妥

当であること、過去の実績に照らして今後年間で10％以上の熱回収率を達成することが可

能であると認められること、をもって判断するものとする。 

なお、申請の際に提出を求める「当該申請に係る熱回収施設における過去一年間の熱回

収の内容に関する前項第三号イからハまでに掲げる事項を記載した書類」において、申請

の直近12ヶ月間の年間の平均熱回収率を確認し、基本的にはそれが10％以上であることを

もって、今後年間で10％以上の熱回収率を達成することが可能であると判断される。ただ

し、それが10％未満であっても、年間の熱回収率が10％以上である事業計画を有し、過去

の実績に照らして今後年間で10％以上の熱回収率を達成することが可能であると認められ

る場合には、省令に掲げる基準に適合する熱回収を行うことができる者と判断することが

できる。 

また、点検等にともなう休炉期間については、その期間が年間に延べ90日を超えない限

り、熱回収率の計算の対象とする期間から除外することができる。 
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（３）認定の更新 

 

認定熱回収施設設置者は、一定の期間ごとにその認定の更新を受ける必要がある。更新

を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。この期間は、環境省令（第

五条の五の八又第十二条の十一の八）により、５年と規定されている。更新の申請方法は、

「３ 認定の申請方法」を参照のこと。 

 

 

（４）認定の取消 

 

都道府県知事等は、毎年の認定熱回収施設設置者からの実績報告（施行規則第５条の５

の11）または施設の休廃止等又は熱回収に必要な設備の変更の届出（施行令第５条の５）

等を受けて、認定熱回収施設設置者が、法９条の２の４第１項（一般廃棄物処理施設）ま

たは法15条の３の３第１項（産業廃棄物処理施設）の認定基準のいずれかに適合しなくな

ったと認めるときは、法第９条の２の４第５項（一般廃棄物処理施設）または法第15条の

３の３第５項（産業廃棄物処理施設）に基づき、その認定を取り消すことができる。 

なお、毎年の報告において、年間の熱回収率が10％未満であっても、年間の熱回収率が

10％以上である事業計画を有し、過去の実績に照らして今後年間で10％以上の熱回収率を

達成することが可能であると認められる場合には、省令に掲げる基準に適合する熱回収を

行うことができる者と判断し、認定を取り消さないことができる。 
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（５）休廃止等・熱回収に必要な設備の変更の届出 

 

認定熱回収施設設置者は、施行令第５条の５（一般廃棄物処理施設）又は第７条の４（産

業廃棄物処理施設）に基づき、当該施設で熱回収を行わなくなったとき（焼却施設として

は稼働を継続し、発電や熱利用のみを中止した場合等）、当該施設を休廃止したとき、休

止した当該施設を再開したとき、又は熱回収に必要な設備の変更（ボイラー・熱交換機・

発電機の改造・増設等）をしたときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事等に届け出なけ

ればならない。なお、設備の変更を伴わずに、熱回収率の実績値が変化した場合や、熱回

収に必要な設備以外の設備の変更について一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の

設置許可の変更認定又は届出を行った場合には、熱回収に必要な設備の変更について都道

府県知事等への届出の必要はない。（手続きの詳細は、７ 熱回収施設の休廃止等又は熱

回収に必要な設備の変更の手続きを参照） 

 

【参考】 

施行令（案） 

（認定熱回収施設設置者に係る休廃止等の届出）[一般廃棄物処理施設] 

第五条の五 法第九条の二の四第一項の認定を受けた者は、当該認定に係る熱回収施設

（同項に規定する熱回収施設をいう。以下この条において同じ。）において熱回収を行

わなくなつたとき、当該熱回収施設を廃止し、若しくは休止し、若しくは休止した当該

熱回収施設を再開したとき、又は当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の変更を

したときは、環境省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け

出なければならない。 

 

（認定熱回収施設設置者に係る休廃止等の届出）[産業廃棄物処理施設] 

第七条の四 第五条の五の規定は、法第十五条の三の三第一項の認定を受けた者について

準用する。この場合において、第五条の五中「同項」とあるのは、「法第十五条の三の

三第一項」と読み替えるものとする。 
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（６）実績報告 

 

認定熱回収施設設置者は、施行規則第５条の５の11（産業廃棄物処理施設である熱回収

施設についても、第12条の11の11の規定により準用）に基づき、毎年６月30日までに、前

年度（前年４月１日～当年３月31日）における熱回収の内容（年間の熱回収率等）に関す

る報告書を都道府県知事等に提出しなければならない。（手続きの詳細は、５ 認定熱回

収施設設置者の実績報告の方法を参照） 

 

【参考】 

施行規則（案） 

（報告）[一般廃棄物処理施設] 

第五条の五の十一 法第九条の二の四第一項の認定を受けた者は、毎年六月三十日まで

に、その年の三月三十一日以前の一年間における当該熱回収施設における熱回収に関

し、次に掲げる事項を記載した報告書を都道府県知事に提出しなければならない。 

（以下、略） 

 

（準用）[産業廃棄物処理施設] 

第十二条の十一の十一 （前略）第五条の五の十一の規定は法第十五条の三の三第一項の

認定を受けた者について準用する。（後略） 
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２ 熱回収施設設置者の認定の手続きフロー 

 

 熱回収施設に係る認定の手続きフローを以下に示した。 

 

熱回収施設に係る認定申請フロー 

 

都道府県等 事業者(施設設置者)＊ 

 

 

 

 

 

 

＊市町村が設置する一般廃棄物処理施設は含まれない。 

過去１年以上の熱回収の 

実績を有する施設 

法第８条第１項または15条第１項の

許可を有する施設 

認定申請書の作成 申請書受理・審査 

認定 
認定熱回収施設 

(認定有効期間５年) 

熱回収の内容に係る報告書の作成 

(毎年６月30日まで) 

申請 

認定証 

の交付 

確認 

提出

報告 
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３ 熱回収施設設置者の認定の申請方法 

 

熱回収施設設置者認定を申請する際は、一般廃棄物処理施設の許可に係る施設について

は、施行規則（案）第５条の５の５に従い、産業廃棄物処理施設の許可に係る施設につい

ては、施行規則（案）第12条の11の５及び様式25条の２による申請書を用いる。 

また、認定の更新の場合の申請方法は、新規の申請の場合に準じる。なお、認定に係る

熱回収率の変化を伴う熱回収に必要な設備の大幅な変更の場合には、更新ではなく、新規

の申請として扱うこととする。 

 

【参考】 

施行規則（案） 

（一般廃棄物の熱回収施設に係る認定の申請） 

第五条の五の五 法第九条の二の四第一項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項

を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 熱回収施設の設置の場所 

三 当該熱回収施設における熱回収（法第九条の二の四第一項に規定する熱回収をい

う。以下同じ。）に必要な設備に関する次に掲げる事項 

イ 設備の種類及びその設備の能力 

ロ 設備の位置、構造等の設置に関する計画 

ハ 設備の維持管理に関する計画 

四 当該熱回収施設における熱回収の内容に関する次に掲げる事項を記載した計画 

イ 当該熱回収施設において処分する一般廃棄物の種類 

ロ 熱回収の方法 

ハ 次の算式により算定した年間の熱回収率（略） 

五 当該熱回収施設に係る法第八条第一項の許可の年月日及び許可番号 

２  前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

一 熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類 

二 熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及

び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図 

三 当該熱回収施設における過去一年間の熱回収の内容に関する前項第四号イからハ

までに掲げる事項を記載した書類 

四 当該熱回収施設について法第八条第一項の許可を受けていることを証する書類 

 

（産業廃棄物の熱回収施設に係る認定の申請） 

第十二条の十一の五 法第十五条の三の三第一項の認定を受けようとする者は、次に掲げ

る事項を記載した様式第二十五号の二による申請書を都道府県知事に提出しなければ
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ならない。 

一 （第五条の五の五 一に同じ） 

二 （第五条の五の五 二に同じ） 

三 （第五条の五の五 三に同じ） 

四 当該熱回収施設における熱回収の内容に関する次に掲げる事項を記載した計画 

イ 当該熱回収施設において処分する産業廃棄物の種類 

ロ 熱回収の方法 

ハ 第五条の五の五第一項第四号ハの算式により算定した年間の熱回収率 

五 当該熱回収施設に係る法第十五条第一項の許可の年月日及び許可番号 

２ 前項の申請書については、第五条の五の五第二項の規定を準用する。この場合におい

て、同項第三号中「前項第四号イからハまで」とあるのは「第十二条の十一の五第四号

イからハまで」と、同項第四号「法第八条第一項」とあるのは、「法第十五条第一項」

と読み替えるものとする。 
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様式第二十五号の二(第十二条の十一の五関係) 

(第１面) 

熱回収施設設置者認定申請書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

申請者                  

住所                 

氏名                 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の規定により、産業廃棄物処理施設の

熱回収施設設置者として認定を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

認 定 を 受 け よ う と す る 施 設 の 場 所  

※ 認 定 の 年 月 日 年   月   日 

※ 認 定 番 号   

△熱回収に必要な設

備に関する事項 

設備の種類及びその設

備の能力 
 

設備の位置、構造等の

設置に関する計画 
 

設備の維持管理に関す

る計画 
 

△熱回収の内容に関

する事項を記載した

計画 

熱回収を行う産業廃棄

物の種類 
 

熱回収の方法  

熱回収率            ％ 

法 第 1 5 条 １ 項 の 許 可 の 年 月 日  

法 第 1 5 条 １ 項 の 許 可 番 号   

※事務処理欄   

 (日本工業規格 Ａ列４番) 
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(第２面) 

備考 

 1 ※欄は記入しないこと。 

 2 設備の種類については、ボイラー、発電機、熱交換器の別を記入すること。 

 3 設備の能力については、ボイラーの最大蒸発量（トン／時）、発電機の出力（キロワット）、

熱交換器の能力（キロジュール／時、複数ある場合はそれぞれの能力）を記載すること。 

 4 設備の位置、構造等の設置に関する計画については、熱回収に必要な設備の位置及び構造、熱

回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を把握するた

めに必要な装置の位置を示す図を添付すること。 

 5 設備の維持管理に関する計画については、ボイラー、発電機、熱交換器について記載すること。

また、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を把握

するために必要な装置の機能を健全に維持するために行う定期的な点検、補修等の計画も記載す

ること。 

 6 熱回収を行う産業廃棄物の種類については、汚泥、廃油、廃プラスチック類、紙くず、木くず、

繊維くず等の別を記入すること。 

 7 熱回収の方法については、発電、発電以外の熱利用、発電・熱利用の併用の別を記入すること。 

 8 熱回収率については、施行規則第５条の５の５第１項第４号ハに規定する算式により算定した

熱回収率を記載すること。 

 9 △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用すること。 

 10 △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」

と記載し、別紙を添付すること。 

 11 申請書には、以下の書類及び図面を添付すること。 

(1) 熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類 

(2) 当該熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計

計算書並びに当該施設付近の見取図 

(3) 当該熱回収施設における過去１年間の熱回収の内容に関する施行規則第12条11の５第１項第４

号イからハまでに掲げる事項を記載した書類 

(4) 当該熱回収施設について法第15条第１項の許可を受けていることを証する書類 

 13 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

 

※手数料欄 
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施行規則（案）第５条の５の５第１項第３号ロ 

設備の位置、構造等の設置に関する計画 

（１）設備の位置 

 設備はボイラー、発電機、熱交換器とし、設備の位置は全体フロー図を用いて示すこと。 

 

 

出典：ごみ処理施設設備の計画・設計要領2006改訂版p209 

図４ ボイラー、発電機の位置（参考例） 

 

（２）設備の構造 

①ボイラーの構造（例） 

 

           出典：増補改訂版流動床式ごみ焼却炉設計の実務、 

      p147、石川禎昭、工業出版社 

図５ ボイラーの構造図（例） 

ボイラー 
発電機 
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②発電機の構造（例） 

 発電機の構造については、タービンの構造図を示すものとする。 

 

 

出典：三菱重工業復水タービンWEB資料 

図６ タービンの構造図（例） 

 

（３） 熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の

量を把握するために必要な装置の位置 

装置の種類については、熱回収の方法別に熱回収量の計測管理のために設置する電力量

計、温度計、流量計、圧力計等の種類及び熱回収量の算出方法を記載すること。 

 

電力量計、温度計、流量計、圧力計等については熱回収設備計装フロー図に設置位置を

示すとともに、以下に示す仕様を記載すること。 

 

区分 種類 計装項目 

電力量計 機械式電力量計（誘導型電力量計）、電子式電

力量計 

記録、積算、指示等につい

て明示すること 

温度計 抵抗式、熱電式、液体圧力式、蒸気圧力式、放

射式等 

同上 

流量計 差圧式、面積式、容積式、羽根車式、電磁式、

超音波式、うず式、動圧式（ピトー管）、せき

式、熱線流速計等 

同上 

圧力計 弾性体方式（ブルドン管形、メンブレン形、ベ

ローズ形、ダイアフラム形）、液柱方式（Ｕ字

管形、単管形、傾斜管形） 

同上 
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図７ 熱回収設備計装フロー図（例） 
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施行規則（案）第５条の５の５第１項第３号ハ 

設備の維持管理に関する計画の記載内容（例） 

 

 

設備名 方  法 備考 

１．ボイラー 

（労働安全衛生法施行令第

１条第３号に掲げるボイラ

ー） 

（性能検査等） 

労働安全衛生法第41条第２項による検査

証の写しを添付すること。（最新版） 

ボイラー及び第１種圧

力容器が対象 

（労働安全衛生法施行令第12条

による） 

（定期自主検査） 

労働安全衛生法第45条による定期自主検

査結果の写しを添付すること。 

 １）ボイラー本体 

 ２）燃焼装置 

 ３）自動制御装置 

   起動装置及び停止装置など 

 ４）付属装置及び付属品 

   過熱器、エコノマイザなど 

検査項目、検査方法、判

定基準及び判定が記載

されているもの（ボイラー

及び圧力容器安全規則第32条及

びボイラーの定期自主検査指針

による） 

（自主検査） 

上記以外で自主的に行っている定期点

検、日常点検等の方法が把握できる書類

（目視点検、温度などの記録など）と過

去１年間に実施した自主検査結果の写し

を添付すること。 

過去１年間に実施した

自主検査（日報、月報、

年報など）の記録の写し

（抜粋） 

２．発電機 

 

 

 

（保安規定） 

電気事業法第42条第１項による保安規程

の写しを添付すること。 

（電気事業法施行規則第50条に

よる） 

（自主検査） 

上記以外で自主的に行っている定期点

検、日常点検等の方法が把握できる書類

（目視点検、電圧などの記録）と過去１

年間に実施した自主検査結果の写しを添

付すること。 

過去１年間に実施した

自主検査（日報、月報、

年報など）の記録の写し

（抜粋） 

３．熱交換器 

 

 

 

（熱供給事業） 

熱供給事業に該当する事業者は、熱供給

事業法第23条による保安規程の写しを添

付すること。 

（熱供給事業法施行規則第28条

による） 
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（熱供給事業者以外の事業者） 

熱交換器及び熱交換器の付属機器に関す

る自主検査内容が把握できる書類と過去

１年間に行った自主検査結果の写しを添

付すること。付属機器とは、蒸気、温水

等を供給するために必要な補機類をい

う。 

 

過去１年間に実施した

自主検査（日報、月報、

年報など）の記録の写し

（抜粋） 

４．熱回収により得

られる熱量及びそ

の熱を電気に変換

する場合における

当該電気の量を把

握するために必要

な装置 

（特定計量器） 

計量法第２条第４項に定める特定計量器

に該当する計測機器類は、計量法第24条

による定期検査を行った年月を該当する

計測機器ごとに記載した書類の写しを添

付すること。 

（有効期間のある特定計量器に係る修

理） 

計量法第２条に定める特定計量器に該当

する計測機器で計量法第50条第１項に該

当する計測機器類については、計測機器

別に修理をした年を記載した書類の写し

を添付すること。 

特定計量器は、電気計器

（電力量計など）などが

該当する。 

（その他の計量器） 

上記に記載した以外の計量器（計測機器

類で温度計、圧力計、流量計など）は、

自主的に行っている定期点検、日常点検

などによるもとし、その方法が把握でき

る書類（目視点検、指示値などの記録）

と過去１年間に実施した自主検査結果の

写しを添付すること。 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第１号 

熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類 

 

 

１） 当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量（計画値） 

区分 名称 
計画量 

(t/年)(kℓ/年) 

低位発熱量 

(kJ/kg)（kJ/ℓ） 

投入エネルギー量 

（MJ/年） 

廃棄物の

総熱量 

    

    

    

    

計    

燃料の総

熱量 

    

    

    

計    

合計    

 

燃料の総熱量／投入エネルギー量の割合         ％ 
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２） 熱回収率の算定根拠 

設

備

No 

設備の区分 熱回収の用途 

発電量 回収熱量 

メガワッ

ト時／年 

メガジュー

ル／年 

1 ボイラー [蒸気利用] 

2   蒸気タービン         

3   発電機 発電   ○○ ○○ 

    (蒸気利用) タービン補機駆動       

4       誘引通風機   ○○ 

5       ボイラー給水ポンプ   ○○ 

6     スートブロワ※     ○○ 

7     燃焼用空気予熱器※     ○○ 

8     ボイラー給水加熱器※     ○○ 

9     脱気器※     ○○ 

10     エゼクタコンデンサ※     ○○ 

11     関連施設利用（灰溶融施設への熱供給等）    ○○ 

12     製造設備内での熱源利用（汚泥乾燥等）    ○○ 

      外部施設利用       

13       温水プールへの給湯   ○○ 

14       老人センターへの給湯   ○○ 

15       農業用温室等への熱供給   ○○ 

16       ロードヒーティング   ○○ 

17       
オフライン方式による熱供給（ト

ランスヒートコンテナ） 
  ○○ 

      給湯冷暖房     ○○ 

18       場内給湯器   ○○ 

19       場内冷暖房機器   ○○ 

  熱交換器 [熱利用]  

20     燃焼用空気予熱器     ○○ 

21     関連施設利用（灰溶融施設への熱供給等）    ○○ 

22     製造設備内での熱源利用（汚泥乾燥等）    ○○ 

      外部施設利用    ○○ 

23       温水プールへの給湯   ○○ 

24       老人センターへの給湯   ○○ 

25       農業用温室等への熱供給   ○○ 

26       ロードヒーティング   ○○ 

27       
オフライン方式による熱供給（ト

ランスヒートコンテナ） 
  ○○ 

      給湯冷暖房    ○○ 

28       場内給湯器   ○○ 

29       場内冷暖房機器   ○○ 

計           ○○ 

※：循環利用となる熱回収の用途 

注記：本表は熱回収の基本的な用途と設備機器及び熱回収計画量を記載する例を示したも

のであり、施設の設備設置状況に合わせて適宜作成すること。 
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３） 熱収支図 

以下に示すような熱収支図を添付すること。 

 

 

 

出典：平成17年度一般廃棄物処理施設技術管理者等講習会テキスト、p14、 

平成18年3月、主催：環境省大臣官房・リサイクル対策部廃棄物対策課 

 

図８ 熱収支図（過去１年間）（例） 



34 

 

施行規則（案）第５条の５の５第２項第２号 

当該熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び

設計計算書並びに当該熱回収施設の付近の見取図 

 

（１）平面図（例） 

  

 

（２）立面図（例） 

 

 

（３）断面図（例） 

 

 

（４）構造図（例） 
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（５）処理工程図（例） 

 

 ボイラー、発電機を設置し、蒸気を利用して熱利用を行っている例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 熱回収設備フロー図（例） 

 

 

 

 

廃棄物 

燃料 

 

焼却炉 

ボイラー

ドラム 

高圧蒸気だめ 低圧蒸気だめ 

タービン 発電機 

熱交換器 

場内利用 

売電 

老人センター給湯 

温室熱供給 

ロードヒーティング 

場内冷暖房機 

場内給湯器 
復水タンク 

蒸気式空

気予熱器 

排ガス再

加熱器 

高圧蒸気

復水器 

低圧蒸気

復水器 

スートブロワ 

脱気器 

ボイラー 

※１ 

燃焼用空気 

蒸気 

温水 

空気 

凡  例 

※１ 
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（６）設計計算書 

 設計計算書として物質収支及び熱収支計算書を示すこと。 

ア．物質収支計算書 

 物質収支計算書は、以下に示す参考図のように取りまとめて示すこと。 

 

 

出典：ごみ焼却排熱の有効利用p61、石川禎昭、理工図書 

図10 熱回収施設物質収支（蒸気・復水）（例） 

 

イ．熱収支計算書 

 熱収支計算書は以下の項目を記載すること。 

a.燃焼条件 

b.物質収支及び熱収支計算式 

 ・燃焼計算 

 ・熱収支計算 

・冷却・二次燃焼空気量計算 

・ガス冷却質計算 

・炉設備・ガス冷却設備まわり収支 

c.熱収支図 
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以下に示すような熱収支図（設計計算書に基づくもの）を添付すること。 

 

 

 

出典：平成17年度一般廃棄物処理施設技術管理者等講習会テキスト、p14、 

平成18年3月、主催：環境省大臣官房・リサイクル対策部廃棄物対策課 

 

図10 熱収支図（例） 
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② 設備機器及び関係設備の仕様 

ボイラー、発電機、熱交換器及びその他熱回収に供している関連設備を示すとともに、

各設備の仕様を記載すること。 

以下に設備機器仕様の記載例を示す。 

 

設備機器及び関係設備の仕様（例） 
１．ボイラー   

 型 式  

 数量  基 

 蒸気発生量(最高)  t/h 

 圧 力（最高）  MＰa 

 圧 力（常用）  MＰa 

 蒸気温度  ℃ 

 排ガス温度（ボイラ入口/出口）    / ℃ 

 伝熱面積  m2 

２．蒸気タービン   

 型 式  

 数量  基 

 定格出力  kＷ 

 タービン回転数  rpm 

 発電機回転数  rpm 

 入口蒸気圧力  MＰa 

 入口蒸気温度  ℃ 

排気圧力  kＰa 

蒸気消費量  kg/h 

３．発電機   

 型 式   

 数量  基 

 定格電圧  V 

 定格容量  kVA 

 定格出力  kＷ 

 力 率（定格）  ％ 

 相  － 

 周波数  Hz 

 回転速度  min-1 

４．タービン補機駆動誘引通風機 

 型 式   

 数量  基 

 風 量  m3/min 

 静差圧  kＰa 

 電動機出力  kＷ 

５．タービン補機駆動ボイラー給水ポンプ 

 型 式   

 数量  基 

 温 度  ℃ 

 容 量  t/h 

 吐出圧力  kＰa 

６．スートブロワ 

 型 式   

 数量  基 
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 使用圧力（最高）  MＰa 

 使用圧力（常用）  MＰa 

 作動時間  分/回 

７．燃焼用空気予熱器 

 型 式   

 数量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

８．ボイラー給水加熱器 

 型 式   

 数量  基 

 蒸気量  t/h 

 入口蒸気温度  ℃ 

 出口蒸気温度  ℃ 

９．脱気器 

 型 式   

 数量  基 

 貯水能力  m3 

 使用圧力（最高）  MＰa 

 使用圧力（常用）  MＰa 

 処理能力  t/h 

 脱気器水酸素含有量  μg/ℓ以下 

10．エゼクタコンデンサ 

 型 式   

 数量  基 

 抽出混合気体量  kg/h 

 抽出空気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kg/h 

 作動蒸気圧力  MＰa 

 作動蒸気温度  ℃(min) 

11．灰溶融施設空気予熱器 

（蒸気式） 型 式   

 数量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

12．汚泥乾燥用空気予熱器 

（蒸気式） 型 式   

 数量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

13.温水プールへの給湯  

（蒸気式） 型 式  

 数量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

14．老人センターへの熱供給 

（給湯装置） 種 類   

 数 量  基 

 蒸気圧力  MＰa 
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 蒸気消費量  kg/h 

 給湯量（昇温幅50℃）  ℓ/min 

 熱交換量  kＷ 

15．農業用温室への熱供給 

（蒸気供給） 種 類   

 数量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気温度  ℃ 

 蒸気供給量  kg/h 

 供給熱量  kＷ 

16．ロードヒーティング用熱交換器 

（蒸気式） 種類   

 数量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

17．オフライン方式による熱供給（トランスヒートコンテナ） 

（蒸気式） 種類   

 数量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

18．場内給湯器 

（蒸気利用） 種類   

 数量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

19．場内冷暖房機器 

（蒸気利用） 種 類  

 数 量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kg/h 

 供給温水温度  ℃ 

 供給温水量  m3/h 

以下、熱交換器を設置している場合の熱回収設備についても同様に記載すること。 

20．燃焼用空気予熱器 

21．灰溶融施設空気予熱器 

22．汚泥乾燥用空気予熱器 

23. 温水プールへの給湯  

24．老人センターへの熱供給 

25．農業用温室への熱供給 

26．ロードヒーティング 

27．オフライン方式による熱供給（トランスヒートコンテナ） 

28．場内給湯器 

29．場内冷暖房機器 

注記：本表は熱回収の基本的な用途と設備機器を記載する例を示したものであり、設備設

置状況に合わせて適宜作成すること。 
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（７）当該熱回収施設の付近の見取図（例） 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第３号 

当該熱回収施設における過去１年間の熱回収の内容に関する施行規則第５条の５の５第１

項第４号イからハまでに掲げる事項を記載した書類（例） 

 
大項目 中項目 小項目 単位

○年
４月

○年
５月

・・・・・ ・・・・・
○年
３月

計 備考

日
木くず ｔ
紙くず ｔ
繊維くず ｔ
廃プラスチック ｔ
汚泥 ｔ
・・・・・ ｔ
・・・・・ ｔ
小計 ｔ
RDF ｔ
・・・・・ ｔ
・・・・・ ｔ
小計 ｔ
A重油 ｋｌ
・・・・・ ｋｌ
小計 ｋｌ
木くず ｋJ/kg
紙くず ｋJ/kg
繊維くず ｋJ/kg
廃プラスチック ｋJ/kg
汚泥 ｋJ/kg
・・・・・ ｋJ/kg
・・・・・ ｋJ/kg
計（平均） ｋJ/kg
RDF MJ/kg
・・・・・ MJ/kg
・・・・・ MJ/kg
A重油 MJ/l
・・・・・ MJ/l

木くず MJ

紙くず MJ
繊維くず MJ
廃プラスチック MJ
汚泥 MJ
・・・・・ MJ
・・・・・ MJ
小計 MJ Iw
RDF MJ
・・・・・ MJ
・・・・・ MJ

小計 MJ IF1
A重油 MJ
・・・・・ MJ

小計 MJ IF2
MJ I

発電量 MWｈ E
発電日数 日
誘引送風機動力 MJ
汚泥乾燥熱源 MJ
温水供給 MJ
燃焼用空気予熱 MJ 還流利用
・・・・・ MJ
・・・・・ MJ
計 MJ H

MJ Ic

施設稼働日数

廃棄物処理量及び外
部燃料使用量

廃棄物処理量

燃料
（化石燃料以外）

燃料
（化石燃料）

廃棄物等の低位発熱
量

燃料
（化石燃料）

廃棄物等の投入エネ
ルギー量

廃棄物

燃料
（化石燃料以外）

燃料
（化石燃料）

総投入エネルギー量

燃料
（化石燃料以外）

×100＝ (％)

熱回収の方法及び熱
回収量

発電

熱利用

熱利用のうち還流利用となる熱量

熱回収率＝
E×3,600　＋　H　-　（0.1×IF1+0.2×IF2)

廃棄物

＜30％
I

×100＝ (％) ＞10％
I＋Ic

廃棄物以外の燃料投入熱量比率＝
IF1＋IF2

 

注：本表は○年４月～次年の３月までの１年間の事例を示しているが、実績が１年間であれば、開始の月はいつでもよく、こ

の例を参考に１年間の実績を適宜作成すること。 
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記入要領（案） 

 

① 廃棄物処理量及び燃料使用量 

・燃料使用量については、計測管理した実績値を記入すること 

 

② 廃棄物等の低位発熱量 

・廃棄物等の低位発熱量は、デフォルト値（湿基準、乾基準の区分、及び乾基準の場合は

実測した水分量を併せて記載すること）、実測値の別を備考欄に記入すること。また実

測値を用いる場合は計量証明書を添付すること。 

 

③ 廃棄物等の投入エネルギー量 

・各廃棄物及び燃料の投入エネルギー量は、各処理量又は利用量に各廃棄物または燃料の

低位発熱量（乾基準の場合は水分量で補正した値）を乗じて算出する 

・燃焼管理データから廃棄物投入エネルギー量を推定する場合、次の算定式を基本として

算定し、算定に用いる比熱や温度、係数等はその根拠を示すとともに、ごみの投入量、

燃料投入量、燃焼用空気持込み熱量、燃焼ガス流量、ボイラー発生蒸気量の実測データ

を添付すること。 

算定式 ①＝⑤＋⑥＋⑦－（②＋③＋④） 

①：ごみ投入熱量＝ごみ投入量（実測値)×ごみ低位発熱量（求める値） 

②：ごみの顕熱（ごみ持込み熱量）＝ごみ投入量（実測値）×比熱１（固

定値）×温度１（固定値） 

③：燃料投入熱量＝燃料使用量（実測値）×低位発熱量（種別、固定値） 

④：燃焼用空気持込み熱量＝燃焼空気量（実測値）×比熱２（固定値）×

温度２（実測値） 

⑤：放熱量及び灰損失量＝ごみの投入熱量（推計値）×係数（固定値α） 

⑥：燃焼排ガス持出熱量＝燃焼排ガス流量（実測値）×比熱３（設計値）

×温度３（実測値） 

⑦：ボイラー吸収熱量＝ボイラ発生蒸気流量（実測値）×エンタルピー（圧

力・温度条件による固定値） 

 

④ 熱回収の方法及び熱回収量 

・各熱回収量（利用量）は、計器による実測値とし、回収熱量の測定・算出方法を添付す

ること。 

・熱回収率の算定において、回収した熱が施設内で還流する場合、熱回収率算定式の分母

に当該還流熱量を加算すること。 

 

 

施行規則第５条の５の11、施行規則第12条の11の８ （認定後の報告）について 

＊認定後の報告についても同様の様式を使用する 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第４号 

当該熱回収施設について法第15条第１項の許可を受けていることを証する書類（例） 

 

（略） 
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４ 熱回収施設設置者の認定の審査方法・チェックシート 

（１）判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の受付 

書面審査 

現地調査 

認定の可否の決定 

認定証の交付 

・申請者の氏名又は名称及び住所 

・規則第５条の５の５又は第12条の11の５に規定された必要書類 

・認定の更新申請の場合には、現行の認定証の確認 

・一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置許可との照

合を行う。 

・申請書に記載された熱回収の方法が、過去１年間の熱回収の内

容に関する書類等と照合して妥当であるかを確認する。 

・過去１年間の熱回収の内容に関する書類に記載された発電量、

発電以外の熱利用量、燃料の利用に伴い得られる熱量、当該熱

回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量を合計

した熱量が、本マニュアルに規定された方法に基づき算出され

ていることを確認する。 

・申請書に記載された熱回収率が10％以上であることを確認し、

過去１年間の熱回収の内容に関する書類等と照合し、当該熱回

収施設における年間の熱回収率が申請書に記載された値以上

であることを確認する。 

・熱回収に必要な設備の種類が、規則第５条の５の６又は第12条

の11の６を満足するものであることを確認する。 

・熱利用量及び発電量を把握するために必要な装置が、本マニュ

アルに示されたとおりに設置されていることについて、添付さ

れた熱回収施設の図面を基に確認する。 

・その他必要な書類が整っているかを確認する。 

・熱回収の方法、熱回収に必要な設備並びに熱回収により得られ

る熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の

量を把握するために必要な装置が、申請書のとおりであること

を、現地調査を行い確認する。 

・その他書面では不明な点等について現地調査を行い確認する。 

・書面審査及び現地調査により、当該熱回収施設が環境省令で定

める技術上の基準に適合し、申請者の能力が熱回収を的確に、

かつ、継続して行う足りるものとして環境省令で定める基準に

適合するものであることが確認できれば、認定を行う。 

・規則様式第25号の３に規定された認定証（産業廃棄物処理施設

の場合）を申請者へ交付する。 
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（２）チェックシート 

No. 確認欄 内容 

1 □ 一般廃棄物の熱回収施設に係る認定申請書 

 □ (1)申請者の氏名又は名称及び住所 

 □  ・氏名・住所が住民票（法人は、登記簿謄本）の内容と一致しているか。 

 □  ・押印はあるか。 

 □ (2)添付書類及び図面 

 □  ・熱回収に必要な設備の位置及び構造、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換す

る場合における当該電気の量を把握するために必要な装置の位置を示す図 

 □  ・当該熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設

計計算書並びに当該施設の付近の見取図 

 □  ・熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類 

 □ ・当該熱回収施設における過去一年間の熱回収の内容に関する、イ）設備の種類及びその設備

の能力、ロ）設備の位置、構造等の設置に関する計画、ハ）設備の維持管理に関する計画、

を記載した種類 

 □  ・当該熱回収施設について法第八条第一項の許可を受けていることを証する種類 

 □ (3)更新申請の場合 

 □  ・現行の認定証の確認 

 □ (4)書面審査 

 □  ・一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置許可との照合 

 □  ・申請書に記載された熱回収の方法が、過去１年間の熱回収の内容に関する書類等と照合して

妥当か。 

 □  ・過去１年間の熱回収の内容に関する書類に記載された発電量、発電以外の熱利用量、燃料の

利用に伴い得られる熱量、投入エネルギー量が、本マニュアルに規定された方法に基づき算

出されているか。 

 □ ・申請書に記載された熱回収率が10％以上であることを確認し、過去１年間の熱回収の内容に

関する書類等と照合し、当該熱回収施設における年間の熱回収率が申請書に記載された値以

上であることを確認する。 

 □ ・熱回収に必要な設備の種類が、規則第５条の５の５を満足するものであるか。 

 □ ・熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を把握す

るために必要な装置が、本マニュアルに示されたとおりに設置されていることについて、添

付された熱回収施設の図面を基に確認する。 

２ □ 現地調査 

 □ ・熱回収の方法、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電

気の量を把握するために必要な装置が、申請書のとおりであることを、現地調査を行い確認

する。 
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 □ ・その他書面では不明な点等について現地調査を行い確認する。 

３ □ 技術上の基準への適合 

 □  ・環境省令で定める技術上の基準に適合しているか。 
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（３）認定証 

様式第二十五号の三(第十二条の十一の九関係) 

熱回収施設設置者認定証 

平成  年  月  日 

                  

住 所                 

氏 名                 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の規定により、 

産業廃棄物処理施設の熱回収施設の設置者として認定を受けた者であることを証する。 

 

都道府県知事    印 

 (市長)                 

認 定 を 受 け た 施 設 の 場 所 
 

 

認 定 の 年 月 日 年   月   日 

認 定 の 終 了 す る 年 月 日 年   月   日（認定の日から5年間） 

認 定 番 号   

熱 回 収 の 方 法 
  

 

熱 回 収 に 必 要 な 設 備 
 

  

熱 回 収 率 

 

            ％ 

 

留 意 事 項 

１． 規則第12条の11の11に基づき、毎年６月30日までに、前年度

の熱回収の内容に関する報告書を当庁に提出すること。 

２． 熱回収を行わなくなったとき、当該熱回収施設を休廃止し又

は休止した当該施設を再開したとき、又は熱回収に必要な設

備の変更をしたときは、規則第12条の11の11に基づき、遅滞

なく当庁に届出を行うこと。 

３． 認定の終了する日までに認定の更新を受けなければ、法第15

条の３の３第２項に基づき、本認定は効力を失う。 

 (日本工業規格 Ａ列４番) 
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５ 認定熱回収施設設置者の実績報告の方法 

 

認定熱回収施設設置者は、施行規則第５条の５の11（産業廃棄物処理施設である熱回収

施設についても、第12条の11の８の規定により準用）に基づき、毎年６月30日までに、前

年度（前年４月１日～当年３月31日）における熱回収の内容（年間の熱回収率等）に関す

る報告書を都道府県知事等に提出しなければならない。実績報告の様式を次ページに示す。 

 

【参考】 

施行規則（案） 

（報告）[一般廃棄物処理施設] 

第五条の五の十一 法第九条の二の四第一項の認定を受けた者は、毎年六月三十日まで

に、その年の三月三十一日以前の一年間における当該熱回収施設における熱回収に関

し、次に掲げる事項を記載した報告書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 認定の年月日及び認定番号 

三 第五条の五の五第一項第四号ハの算式により算定した当該一年間における熱回

収率 

２ 前項に規定する報告書には、同項第三号の熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類

を添付しなければならない。  

 

（準用）[産業廃棄物処理施設] 

第十二条の十一の十一 （前略）第五条の五の十一の規定は法第十五条の三の三第一項の

認定を受けた者について準用する。この場合において、（中略）第五条の五の十一第一

項中「報告書」とあるのは「様式第二十五条の五による報告書」と読み替えるものとす

る。 

  

都道府県知事等は、実績報告を受けて、以下の点について、書面により確認を行う。 

・ 過去１年間の熱回収の内容に関する書類に記載された発電量、熱利用量、燃料によ

る熱回収量、投入エネルギー量が、本マニュアルに規定された方法に基づき算出さ

れていることを確認する。 

・ 過去１年間の熱回収の内容に関する書類に記載された年間の熱回収率が、認定証に

記載された値以上であることを確認する。（「年間の熱回収率」の解釈については、

１－３（２）②（オ）を参照） 
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様式二十五号の五（規則第十二条の十一の十一関係） 

熱回収の内容に係る報告書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

提出者                  

住所                 

氏名                 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号   

 

 

 

              

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第12条の11の11の規定により、熱回収の内容に係る

報告書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認 定 の 年 月 日 年   月   日 

認 定 番 号   

平成 年４月１日から平成 年３月31日までの

年間の熱回収率             ％ 

備考 

1 規則第３号の熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類を添付すること。 

2 熱回収率が10%未満である場合には、その理由を別紙に記載すること。 
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６ 認定熱回収施設設置者（申請者含む）への検査の留意事項 

 

（１）検査前の事前準備 

 熱回収施設設置者への認定の審査時に行う現地での検査を行う前には、以下のような事

前準備を行い、検査すべき事項について一覧表を作成し、現地での検査を円滑に行うこと

に心掛けること。 

① 検査事項の明確化 

 認定申請書に記載された事項は、認定時のチェックシートで確認されているが、チ

ェック時の疑問点等を列挙し、検査時に確認すべき事項を明らかにしておくこと。 

② 申請施設の構造等を明らかにする図面類の準備 

 申請書類には、申請施設に関する構造を明らかにする図面類が添付されているが、

検査時に必要となる施設全体フロー、熱回収設備フロー、電力量計・温度計・圧力計

等の設置位置を示した熱回収施設の計装設備フロー等について取り出しやすいようラ

ベルを貼る等準備すること。 

③ 申請者へのヒアリング項目 

 １年間の熱回収率実績の変動をグラフ化し、その特徴について事前に整理し、申請

者に確認すべき事項を明確にしておくこと。 

④ 検査スケジュール 

 検査項目を明らかにし、検査方法を簡潔に記載した検査スケジュール表を作成し、

検査時には申請者へ明示し、スケジュールに沿って検査すること。 

⑤ 検査基本方針 

 ①の検査事項の明確化に基づき、検査すべき項目ごとに検査基本方針を明らかにし

た書類を準備し、検査時に申請者に明示すること。提出図書と現場設備の照合の方法

について明確にする。 

⑥ 検査時の依頼事項 

 検査時に対応される申請者側の氏名、部署、役職を記載したシートの準備を事前に

依頼事項として伝えておくこと。また、用意すべき書類、施設立ち入り時の衣服、靴、

ヘルメットの準備をお願いしておくとともに、昼食に関して近くに食堂があるかどう

かを確認し、無ければ持参する旨を伝えておくものとする。 

 

（２）認定申請書の確認 

 認定申請書には、熱回収に必要な設備に関する事項として、設備の種類及び設備の能力、

設備の位置、構造等の設置に関する計画（熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に

変換する場合における当該電気の量を把握するために必要な装置の位置を示す図を添付）、

設備の維持管理に関する計画を記載するとともに、熱回収の内容に関する事項として、廃

棄物の種類、熱回収の方法、年間の熱回収率を記載する必要がある。また、その添付書類

として熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類、熱回収施設の構造を明らかにする平面
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図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図、

過去１年間の熱回収の内容に関する事項（廃棄物の種類、熱回収の方法、年間の熱回収率）

を記載した書類を提出する必要がある。 

 検査時には、これら認定申請書に記載された内容のうち、熱回収に必要な設備と計量に

必要な計測装置について現地で設置の確認をする必要がある。 

 

（３）熱回収の向上に向けて 

 認定申請のために新たに熱回収の向上に取り組み、計測機器も新たに設置する場合もあ

る。申請者に対して、測定機器の増設も含めて認定申請のために行った熱回収向上の取組

についてヒアリングを行うとともに、優良事例として公表し、産業廃棄物処理施設設置者

の熱回収の向上の意識を高めていくことも大切である。 
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７ 熱回収施設の休廃止等又は熱回収に必要な設備の変更の手続き 

 

熱回収施設で熱回収を行わなくなったこと（焼却施設としては稼働を継続し、発電や熱

利用のみを中止した場合等）、当該施設を休廃止したこと、休止した当該施設を再開した

こと、又は熱回収に必要な設備の変更（ボイラー・熱交換機・発電機の更新・増設等）を

したことについての都道府県知事等への届出については、規則第５条の５の９（産業廃棄

物処理施設ある熱回収施設についても、第12条の11の８の規定により準用）の規定にした

がう。なお、認定に係る熱回収率の変化を伴う熱回収に必要な設備の大幅な変更の場合に

は、認定の変更の届出ではなく、新規の認定として扱うものとする。 

 

【参考】 

施行規則（案） 

（熱回収施設に係る休廃止等の届出） 

第五条の五の十 令第五条の五の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した様式第一

号の三による届出書を都道府県知事に提出して行うものとする。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 熱回収施設の設置の場所 

三 認定の年月日及び認定番号 

四 当該熱回収施設において熱回収を行わなくなつたときは、次に掲げる事項 

イ 熱回収を行わなくなつた理由 

ロ 熱回収を行わなくなつた年月日 

五 当該熱回収施設を廃止したとき、休止したとき、又は休止した当該熱回収施設を再

開したときは、次に掲げる事項 

イ 廃止、休止又は再開の理由 

ロ 廃止、休止又は再開の年月日 

六 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の変更をしたときは、次に掲げる事項 

イ 変更の内容 

ロ 変更の理由 

ハ 変更の年月日 

２  前項の届出書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。 

一  当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の能力又は位置、構造等の設置に関す

る計画に変更があつた場合には、変更後の当該熱回収施設の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書並びに当該熱回収施設の付

近の見取図 

二  当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の維持管理に関する計画に変更があ

つた場合には、変更後の維持管理に関する計画を記載した書類 
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（準用） 

第十二条の十一の十一 第五条の五の十の規定は、令第七条の四において読み替えて準用

する令第五条の五の規定による届出について、第五条の五の十一の規定は、法第十五条の

三の三第一項の認定を受けた者について準用する。この場合において、第五条の五の十第

一項中「届出書」とあるのは「様式第二十五号の四による届出書」と、第五条の五の十一

第一項中「報告書」とあるのは「様式第二十五号の五による報告書」と読み替えるものと

する。 

 

都道府県知事等は、休廃止等の届出を受けて、以下のとおり、書面審査及び必要により

現地調査により確認を行う。 

（１）届出の受付 

・ 規則第５条の５の10又は第12条の11の11に規定された必要書類が揃っていることを

確認する。 

・ 現行の認定証を確認する。 

 

（２）書面審査 

・ 熱回収に必要な設備の変更（ボイラー・熱交換機・発電機の更新・増設等）の場合

は、変更後の設備の種類が、規則第５条の５の６を満足するものであることを確認

する。 

  

（３）現地調査 

・ 熱回収を行わなくなった、施設の休廃止及び休止施設の再開、熱回収に必要な設備

の変更に関する届出の内容について、必要により、現地調査を行い確認する。 

 

（４）認定の取消（必要により） 

・ 熱回収の中止、施設の廃止の届出の場合には、法９条の２の４第５項または第15条

の３の３の規定の基づき、認定の取消を行う。施設の休止の届出の場合には、再開

の見込み等を勘案し、認定の取消の必要性を判断する。 
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熱回収施設の休廃止等又は熱回収に必要な設備の変更の届出フロー 

 

都道府県 事業者(認定熱回収施設設置者) 

  

 

休廃止等又は 

熱回収に必要な設備を変更する場合 

休廃止等届出の作成 休廃止等届出の受理 

届出 

認定の取り消し 

廃止等の場合 
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休廃止等届出 

 

様式第二十五号の四(第十二条の十一の十一関係) 

認定熱回収施設に係る休廃止等届出書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

届出者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

 認定熱回収施設を休廃止等したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第７
条の４において準用する同法施行令第５条の５の規定により、関係書類及び図面を添え
て届け出ます。 

産業廃棄物処理施設の設置

の場所 
 

熱回収施設としての認定の

年月日及び認定番号 
年   月   日   第    号 

△熱回収に必要な設備を変

更したときは、変更の内容 

 

 

△熱回収を行わなくなった、

熱回収施設を廃止、休止又は

再開した、熱回収に必要な設

備を変更したときは、その理

由 

(廃止・休止・再開、設備の変更の別) 

 

熱回収を行わなくなった、熱

回収施設を廃止、休止又は再

開した、熱回収に必要な設備

を変更したときは、その年月

日 

年   月   日 

※ 事 務 処 理 欄  
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備考 

1 ※欄は記入しないこと。 

2 △印の欄の記載については、同欄にその記載事項のすべてを記載することができない

ときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。 

3 次に掲げる書類及び図面を添付すること。 

(1) 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の能力又は位置、構造等の設置に関す

る計画に変更があつた場合には、変更後の当該熱回収施設の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書並びに当該熱回収施設の付

近の見取図 

(2) 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の維持管理に関する計画に変更があつ

た場合には、変更後の維持管理に関する計画を記載した書類設備の変更に係る場合は、

熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び

設計計算書並びに当該施設付近の見取り図を添付すること。 

4 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。 
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８ その他の留意事項 

 

 認定者は、熱回収施設設置者への認定を行う際には、認定者が申請書類に記載された熱

回収率の算定に記載されている、当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総

熱量を合計した熱量（投入エネルギー量）及び熱回収により得られる熱量から熱の全部又

は一部を電気に変換した場合における当該変換される熱量を減じて得た熱量（発電以外の

熱利用量）については、認定者がその妥当性を判断する必要がある。このため、熱回収施

設で焼却処理する廃棄物の性状及び熱利用の状況について現状を申請者から十分に説明を

受けるとともに、申請者に対して認定者からの熱利用促進の方向での指導監督も奨励され

るものである。 

 

 また、巻末に添付した参考資料は認定者の理解を深めるうえで参考になるものであり、

関係者の理解促進のための資料として利用されたい。 
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９ 申請書記入例等 

９－１ 申請書 

 

様式第二十五号の二(第十二条の十一の五関係) 

(第１面) 

熱回収施設設置者認定申請書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

申請者                  

住所 東京都千代田区霞が関○丁目○番○号  

氏名 ○○○会社 代表取締役 ○○ ○○                

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号 ○○―△△△△―□□□□               

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の規定により、産業廃棄物処理施設の

熱回収施設設置者として認定を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

認 定 を 受 け よ う と す る 施 設 の 場 所 ○○○県△△△市×××町○丁目○番○号 

※ 認 定 の 年 月 日 年   月   日 

※ 認 定 番 号   

△熱回収に必要な設

備に関する事項 
設備の種類及び能力 25頁の ５項の種類 

設備の位置、構造等の

設置に関する計画 
25頁の ７項の計画 

設備の維持管理に関す

る計画 
25頁の ８項の計画 

△熱回収の内容に関

する事項 

熱回収を行う産業廃棄

物の種類 
25頁の ２項の種類 

熱回収の方法 25頁の ３項の方法 

熱回収率        12.0 ％ 

法 第 1 5 条 １ 項 の 許 可 の 年 月 日 年   月   日 

法 第 1 5 条 １ 項 の 許 可 番 号  

※事務処理欄   

(日本工業規格 Ａ列４番) 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第１号 

熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類 

 

（１） 当該熱回収施設に投入される廃棄物の総熱量と燃料の総熱量（計画値） 

区分 名称 
計画量 

(t/年)(kℓ/年) 

低位発熱量 

(kJ/kg)（kJ/ℓ） 

投入エネルギー量 

（MJ/年） 

廃棄物の

総熱量 

25頁の ２項の

種類 

 14頁の表３によ

る 

12頁の表２による 

    

    

    

計       ① 

燃料の総

熱量 

Ａ重油  14頁の表３によ

る 

16頁の（エ）による 

ＲＤＦ  14頁の表３によ

る 

16頁の（エ）による 

    

計    

合計       ② 

 

燃料の投入エネルギー量の割合  ②/（①＋②）×100 ％ 
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（２） 熱回収率の算定根拠 

設

備

No 

設備の区分 熱回収の用途 

発電量 回収熱量 

メガワッ

ト時／年 

メガジュー

ル／年 

1 ボイラー  

2   蒸気タービン         

3   発電機 発電   
24頁の能

力 
×3600 

    (蒸気利用) タービン補機駆動       

4       誘引通風機   ○○ 

5       ボイラー給水ポンプ   ○○ 

6     スートブロワ※     
 

7     燃焼用空気予熱器※     
 

8     ボイラー給水加熱器※     
 

9     脱気器※     ○○ 

10     エゼクタコンデンサ※     
 

11     関連施設利用（灰溶融施設への熱供給等）    
 

12     製造設備内での熱源利用（汚泥乾燥等）    
 

      外部施設利用       

13       温水プールへの給湯   
 

14       老人センターへの給湯   ○○ 

15       農業用温室等への熱供給   
 

16       ロードヒーティング   
 

17       
オフライン方式による熱供給（ト

ランスヒートコンテナ） 
  

 

      給湯冷暖房     
 

18       場内給湯器   
 

19       場内冷暖房機器   
 

  熱交換器   

20     燃焼用空気予熱器     
 

21     関連施設利用（灰溶融施設への熱供給等）    
 

22     製造設備内での熱源利用（汚泥乾燥等）    
 

      外部施設利用    
 

23       温水プールへの給湯   
 

24       老人センターへの給湯   
 

25       農業用温室等への熱供給   
 

26       ロードヒーティング   
 

27       
オフライン方式による熱供給（ト

ランスヒートコンテナ） 
  

 

      給湯冷暖房    
 

28       場内給湯器   
 

29       場内冷暖房機器   
 

計           
 

※：循環利用となる熱回収の用途 

注記：本表は熱回収の基本的な用途と設備機器及び熱回収計画量を記載する例を示したも

のであり、施設の設備設置状況に合わせて適宜作成すること。 
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（３）熱収支図（略） 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第２号 

熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計

計算書並びに当該熱回収施設の付近の見取図 

 

（１）平面図（略） 

（２）立面図（略） 

（３）断面図（略） 

（４）構造図（略） 

（５）処理工程図（略） 

（６）設計計算書 

① 設計計算書（略） 

② 設備機器及び関係設備の仕様 
１．ボイラー   

 型 式 自然循環型水管式（廃熱ボイラ） 

 数 量 ２ 基 

 蒸気発生量(最高) 17.3 t/h 

 圧 力（最高） 3.3 MＰa 

 圧 力（常用） 3.0 MＰa 

 蒸気温度 300 ℃ 

 排ガス温度（ボイラ入口/出口） 850/240 ℃ 

 伝熱面積：放射伝熱面 350 m2 

伝熱面積：接触伝熱面 370 m2 

伝熱面積：過熱器伝熱面 180 m2 

伝熱面積：ｴｺﾉﾏｲｻﾞ伝熱面 470 m2 

２．蒸気タービン   

 型 式 復水タービン 

 数 量 １ 基 

 定格出力 3,000 kＷ 

 タービン回転数 9,000 rpm 

 発電機回転数  rpm 

 入口蒸気圧力 2.8 MＰa 

 入口蒸気温度 295 ℃ 

排気圧力 25 kＰa 

蒸気消費量 18,000 kg/h 

３．発電機   

 型 式 全閉空冷回転磁界形（同期発電機） 

 数 量 １ 基 

 定格電圧 6,600 V 

 定格容量 3,000 kVA 

 定格出力 2,500 kＷ 

 力 率（定格） 90 ％ 

 相  － 

 周波数  Hz 

 回転速度 1,500 min-1 

４．タービン補機駆動誘引通風機 

 型 式  

 数 量  基 

 風 量  m3/min 
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 静差圧  kＰa 

 電動機出力  kＷ 

５．タービン補機駆動ボイラー給水ポンプ 

 型 式 多段渦巻ポンプ 

 数 量 ３（並列交互運転） 基 

 温 度 140 ℃ 

 容 量 20 t/h 

 吐出圧力 3.5 kＰa 

６．スートブワ 

 型 式 蒸気噴射式 

 数 量 ２ 基 

 使用圧力（最高） 3.3 MＰa 

 使用圧力（常用） 2.8 MＰa 

 作動時間 6 分/回 

７．燃焼用空気予熱器 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

８．ボイラー給水加熱器 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気量  t/h 

 入口蒸気温度  ℃ 

 出口蒸気温度  ℃ 

９．脱気器 

 型 式 蒸気加熱スプレー式 

 数 量 １ 基 

 貯水能力 13 m3 

 使用圧力（最高）  MＰa 

 使用圧力（常用） 0.3 MＰa 

 処理能力 35 t/h 

 脱気器水酸素含有量 30 μg/ℓ以下 

10．エゼクタコンデンサ 

 型 式  

 数 量  基 

 抽出混合気体量  kg/h 

 抽出空気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kg/h 

 作動蒸気圧力  MＰa 

 作動蒸気温度  ℃(min) 

11．灰溶融施設空気予熱器 

（蒸気式） 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

12．汚泥乾燥用空気予熱器 

（蒸気式） 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 
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 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

13.温水プールへの給湯 

（蒸気式） 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

14．老人センターへの熱供給 

（給湯装置） 種 類 温水供給式 

 数 量 １ 基 

 蒸気圧力 0.6 MＰa 

 蒸気消費量 2,200 kg/h 

 給湯量（昇温幅50℃）  ℓ/min 

 熱交換量  kW 

15．農業用温室への熱供給 

（蒸気供給） 種 類  

 数 量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気温度  ℃ 

 蒸気供給量  kg/h 

 供給熱量  kW 

16．ロードヒーティング用熱交換器 

（蒸気式） 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

17．オフライン方式による熱供給（トランスヒートコンテナ） 

（蒸気式） 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

18．場内給湯器 

（蒸気利用） 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

19．場内冷暖房機器 

（蒸気利用） 種 類   

 数 量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kJ/h 

 供給温水温度  ℃ 

 供給温水量  m3/h 

20．燃焼用空気予熱器 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 
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21．灰溶融施設空気予熱器 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

22．汚泥乾燥用空気予熱器 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

 空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

23.温水プールへの給湯 

 型 式  

 数 量  基 

 蒸気入口圧力  MＰa 

 伝熱面積  m2 

空気温度：入口／出口     ／ ℃ 

24．老人センターへの熱供給 

（給湯装置） 種 類  

 数 量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kg/h 

 給湯量（昇温幅50℃）  ℓ/min 

 熱交換量  kW 

25．農業用温室への熱供給 

（蒸気供給） 種 類  

 数量  基 

 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気温度  ℃ 

 蒸気供給量  kg/h 

 供給熱量  kW 

26．ロードヒーティング 

 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

27．オフライン方式による熱供給（トランスヒートコンテナ） 

 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

28．場内給湯器 

（熱交換器） 種 類  

 数 量  基 

 交換熱量  kJ/h 

 蒸気圧力  MＰa 

 水温度：入口/出口  ℃ 

29．場内冷暖房機器 

（熱交換器） 種 類  

 数 量  基 
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 蒸気圧力  MＰa 

 蒸気消費量  kg/h 

 供給温水温度  ℃ 

 供給温水量  m3/h 

注記：設置されていない設備欄（この例示の表では網掛部分に該当する）は省略して記載

すること。 

 

（７）当該熱回収施設の付近の見取図（略） 
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施行規則（案）第５条の５の５第２項第３号 

当該熱回収施設における過去１年間の熱回収の内容に関する施行規則第５条の５の５第１

項第４号イからハまでに掲げる事項を記載した書類（例） 

 
（施行規則（案）第５条の５の４　２項の２関連及び施行規則（案）第１２条の11の４　２項の２関連）
熱回収施設における過去１年間の熱回収の内容に関する事項を記載した書類（案）

大項目 中項目 小項目 単位
○年
４月

○年
５月

・・・・・ ・・・・・
○年
３月

計 備考

日 30 31 31 280
木くず ｔ 660 682 682 6,160
紙くず ｔ 600 620 620 5,600
繊維くず ｔ 150 150 150 1,350
廃プラスチック ｔ 300 310 310 2,800
汚泥 ｔ 600 620 620 5,600

ｔ
ｔ

小計 ｔ 2,310 2,382 2,382 21,500
RDF ｔ 5 5 5 45

ｔ
ｔ

小計 ｔ
A重油 ｋｌ 1 1 1 9

ｋｌ
小計 ｋｌ 1 1 1 9
木くず ｋJ/kg - - - -
紙くず ｋJ/kg - - - -
繊維くず ｋJ/kg - - - -
廃プラスチック ｋJ/kg - - - -
汚泥 ｋJ/kg - - - -

ｋJ/kg
ｋJ/kg

計（平均） ｋJ/kg 7,600 8,000 7,700 - ピットごみ実測

RDF MJ/kg 18 18 18 -
MJ/kg
MJ/kg

A重油 MJ/l 39 39 39 -
MJ/l

木くず MJ

紙くず MJ
繊維くず MJ
廃プラスチック MJ
汚泥 MJ

MJ
MJ

小計 MJ 17,556,000 19,056,000 18,341,400 165,660,000 Iw
RDF MJ 90,000 90,000 90,000 812,900

MJ
MJ

小計 MJ 90,000 90,000 90,000 813,000 IF1
A重油 MJ 39,000 39,000 39,000 352,000

MJ

小計 MJ 39,000 39,000 39,000 352,000 IF2
MJ 17,685,000 19,185,000 18,470,400 166,800,000 I

発電量 MWｈ 400 400 400 3,600 E
発電日数 日 30 30 30 280
誘引送風機動力 MJ
汚泥乾燥熱源 MJ
温水供給 MJ 500,000 500,000 500,000 4,500,000
燃焼用空気予熱 MJ 還流利用

MJ
MJ

計 MJ 500,000 500,000 500,000 5,148,000 H

MJ Ic

＜30％
I

×100＝ 10.8 (％) ＞10％
I＋Ic

廃棄物以外の燃料投入熱量比率＝
IF1＋IF2 ×100＝ (％)

熱回収の方法及び熱
回収量

発電

熱利用

熱利用のうち還流利用となる熱量

熱回収率＝
E×3,600　＋　H　-　（0.1×IF1+0.2×IF2)

廃棄物等の投入エネ
ルギー量

廃棄物

燃料
（化石燃料以外）

燃料
（化石燃料）

総投入エネルギー量

7.0

施設稼働日数

廃棄物処理量及び外
部燃料使用量

廃棄物処理量

燃料
（化石燃料以外）

燃料
（化石燃料）

廃棄物等の低位発熱
量

廃棄物

燃料
（化石燃料以外）

燃料
（化石燃料）
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９－２ 認定証 

様式第二十五号の三(第十二条の十一の九関係) 

熱回収施設設置者認定証 

平成  年  月  日 

                  

住 所 東京都千代田区霞が関○丁目○番○号                 

氏 名 ○○○会社 代表取締役 ○○ ○○             

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の3の3第1項の規定により、 

産業廃棄物処理施設の熱回収施設として認定を受けた者であることを証する。 

 

都道府県知事    印 

 (市長)                 

認 定 を 受 け た 施 設 の 場 所 ○○○県△△△市×××町○丁目○番○号 

認 定 の 年 月 日 年   月   日 

認 定 の 終 了 す る 年 月 日 年   月   日（認定の日から5年間） 

認 定 番 号  24頁の認定番号 

熱 回 収 の 方 法  24頁の回収方法 

熱 回 収 に 必 要 な 設 備 24頁の設備  

熱 回 収 率 

 

          12.0 ％ 

 

留 意 事 項 

４． 規則第12条の11の8に基づき、毎年６月30日までに、前年度の

熱回収の内容に関する報告書を当庁に提出すること。 

５． 熱回収を行わなくなったとき、当該熱回収施設を休廃止し又

は休止した当該施設を再開したとき、又は熱回収に必要な設

備の変更をしたときは、規則第12条の11の６に基づき、遅滞

なく当庁に届出を行うこと。 

６． 認定の終了する日までに認定の更新を受けなければ、法第15

条の３の３第２項に基づき、本認定は効力を失う。 

 (日本工業規格 Ａ列４番) 
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９－３ 実績報告 

様式二十五号の五（規則第十二条の十一の十一関係） 

熱回収の内容に係る報告書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

提出者                  

住所 東京都千代田区霞が関○丁目○番○号                 

氏名 ○○○会社 代表取締役 ○○ ○○                

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号 ○○―△△△△―□□□□   

 

 

 

              

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第12条の11の11の規定により、熱回収の内容に係る

報告書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認 定 の 年 月 日 年   月   日 

認 定 番 号  24頁の認定番号 

平成 年４月１日から平成 年３月31日までの

年間の熱回収率※           10.8  ％ 

備考 

1 規則第３号の熱回収率の算定の根拠を明らかにする書類を添付すること。 

2 熱回収率が10%未満である場合には、その理由を別紙に記載すること。 
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９－４ 休廃止等届出 

 

様式第二十五号の四(第十二条の十一の十一関係) 

認定熱回収施設に係る休廃止等届出書 

平成  年  月  日 

 都道府県知事    殿 

   (市長) 

届出者                   

住 所 東京都千代田区霞が関○丁目○番○号 

氏 名 ○○○会社 代表取締役 ○○ ○○ 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号 ○○―△△△△―□□□□   

 認定熱回収施設を休廃止等したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第７
条の４において準用する同法施行令第５条の５の規定により、関係書類及び図面を添え
て届け出ます。 

産業廃棄物処理施設の設置

の場所 
○○○県△△△市×××町○丁目○番○号 

熱回収施設としての認定の

年月日及び認定番号 
年   月   日   第    号 

△熱回収に必要な設備を変

更したときは、変更の内容 

 

 

△熱回収を行わなくなった、

熱回収施設を廃止、休止又は

再開した、熱回収に必要な設

備を変更したときは、その理

由 

(廃止・休止・再開、設備の変更の別) 

休止 

熱回収を行わなくなった、熱

回収施設を廃止、休止又は再

開した、熱回収に必要な設備

を変更したときは、その年月

日 

年   月   日 

※ 事 務 処 理 欄  
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備考 

1 ※欄は記入しないこと。 

2 △印の欄の記載については、同欄にその記載事項のすべてを記載することができない

ときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。 

3 次に掲げる書類及び図面を添付すること。 

(1) 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の能力又は位置、構造等の設置に関す

る計画に変更があつた場合には、変更後の当該熱回収施設の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書並びに当該熱回収施設の付

近の見取図 

(2) 当該熱回収施設における熱回収に必要な設備の維持管理に関する計画に変更があつ

た場合には、変更後の維持管理に関する計画を記載した書類設備の変更に係る場合は、

熱回収施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び

設計計算書並びに当該施設付近の見取り図を添付すること。 

4 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。 

 


